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本 号 一 部 七 〇 〇 円( 本 体 六 五 〇 円)
( 配 送 料 別)

６ 施 行 日 か ら 国 立 研 究 開 発 法 人 情 報 通 信 研 究 機 構 法 及 び 特 定 通 信 ・ 放 送 開 発 事 業 実 施 円 滑 化 法 の 一

部 を 改 正 す る 等 の 法 律 （ 平 成 二 十 八 年 法 律 第 号 ） の 施 行 の 日 の 前 日 ま で の 間 に お け る 新 規 則

様 式 第 一 及 び 様 式 第 二 に よ る 適 用 額 明 細 書 の 適 用 に つ い て は 、 新 規 則 様 式 第 一 の 記 載 要 領 第 四 号 の

表 特 定 地 域 に お け る 電 気 通 信 設 備 の 特 別 償 却 （ 特 定 信 頼 性 向 上 設 備 等 の 特 別 償 却 ） の 項 中「特定地
域における電気通信設備の特別償却（特定信頼性向上設備等の特別償却）」 と あ る の は「特定信頼

「 平成28年旧措置法第44条の５
第１項（償却費）

00451 法規別表十六（一）「32」
別表十六（二）「36」の
表十六（三）「32」の欄又
十六（五）「30」の欄の金

の欄、
欄、別
は別表
額

第52条の３第１項又は第11項
（特別償却準備金）（平成28年
旧措置法第44条の５第１項）

00452 法規別表十六（九）「８」
金額

第44条の５第１項（償却費）

の欄の

法規別表十六（一）「32」
別表十六（二）「36」の
表十六（三）「32」の欄又
十六（五）「30」の欄の金

の欄、
欄、別
は別表
額

00590

第52条の３第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第44条の
５第１項）

00591 法規別表十六（九）「８」
金額

の欄の

」

と あ る の は

「 第44条の５第１項（償却費） 00451 法規別表十六（一）「32」の欄、
別表十六（二）「36」の欄、別表
十六（三）「32」の欄又は別表十
六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第44条の
５第１項）

00452 法規別表十六（九）「８」の欄の
金額

」

式 頼

性向上設備等の特別償却」 と 、

と 、 新 規 則 様 式 第 二 の 記 載 要 領 第 四 号 の 表 特 定 地 域 に お け る 電 気 通 信 設 備 の 特 別 償 却 （ 特 定 信 頼 性

向 上 設 備 等 の 特 別 償 却 ） の 項 中「特定地域における電気通信設備の特別償却（特定信頼性向上設備

等の特別償却）」 と あ る の は「特定信頼性向上設備等の特別償却」 と 、

「 平成28年旧措置法第68条の26
第１項（償却費）

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）（平成28年
旧措置法第68条の26第１項）

第68条の26第１項（償却費）

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第68条の
26第１項）

10434

10435

10573

10574

法規別表十六（一）「32」の欄、
別表十六（二）「36」の欄、別表
十六（三）「32」の欄又は別表十
六（五）「30」の欄の金額

法規別表十六（九）「８」の欄の
金額

法規別表十六（一）「32」の欄、
別表十六（二）「36」の欄、別表
十六（三）「32」の欄又は別表十
六（五）「30」の欄の金額

法規別表十六（九）「８」の欄の
金額

」

と あ る の は

「 第68条の26第１項（償却費） 10434

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第68条の
26第１項）

10435

法規別表十六（一）「32」の欄、
別表十六（二）「36」の欄、別表
十六（三）「32」の欄又は別表十
六（五）「30」の欄の金額

法規別表十六（九）「８」の欄の
金額

」

と す る 。
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４ こ の 省 令 の 施 行 の 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） か ら 前 条 第 二 号 に 定 め る 日 の 前 日 ま で の 間 に お け

る 新 規 則 第 二 条 及 び 第 四 条 の 規 定 並 び に 新 規 則 様 式 第 一 及 び 様 式 第 二 に よ る 適 用 額 明 細 書 の 適 用 に

つ い て は 、 新 規 則 第 二 条 第 三 十 二 号 ニ 中 「 又 は 第 十 項 の 規 定 」 と あ り 、 及 び 「 又 は 第 四 十 八 条 第 一

項 の 規 定 」 と あ り 、 並 び に 同 条 第 百 二 十 号 ニ 中 「 又 は 第 十 項 の 規 定 」 と あ り 、 及 び 「 又 は 第 六 十 八

条 の 三 十 六 第 一 項 の 規 定 」 と あ る の は 「 の 規 定 」 と 、 新 規 則 第 四 条 第 二 項 第 五 号 中 「 若 し く は 第 十

項 又 は 」 と あ り 、 及 び 「 若 し く は 第 四 十 八 条 第 一 項 又 は 」 と あ る の は 「 又 は 」 と 、「 若 し く は 第 十 項

の 規 定 」 と あ り 、 及 び 「 若 し く は 第 六 十 八 条 の 三 十 六 第 一 項 の 規 定 」 と あ る の は 「 の 規 定 」 と す る 。

５ 新 規 則 様 式 第 一 （ 記 載 要 領 第 三 号 、 同 第 四 号 の 表 中 小 企 業 者 等 の 法 人 税 率 の 特 例 の 項 及 び 同 第 五

号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に よ る 適 用 額 明 細 書 は 、 法 人 の 平 成 二 十 八 年 四 月 一 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年

度 に 係 る 法 人 税 の 申 告 に つ い て 適 用 し 、 法 人 の 同 日 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 に 係 る 法 人 税 の 申 告 に つ

い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。
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